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     被災者側の視点に立った記述、とくに今震災において発現した情報通信の限界・課題
は、基本的に踏まえるべき事実として、ぜひ記載していただきたいと考えます。被災地の
外側の人間、組織が被災者側の苦痛、心情を正面から受け止めるということは、どんな災
害のときにも求められる基本姿勢の問題であって、単なる感情論ではないと思います。そ
うした姿勢に裏打ちされて初めて、厳しい状況に置かれた被災者にとって本当に役立つ支
援策、今後有効に機能する施策が立案、実施できると考えます。 

     具体的には、以下を追加記載することをご提案します。なお、とりあえず、「はじめに」
に追加されることをご提案しますが、内容によっては、より詳細な記述のある第 2 章以下
の該当箇所にも、下記から適切な部分を選択して記載していただければと考えます。 

 
「●今震災における情報通信の利用の限界と課題の明確化 

       東日本大震災の被災地では、地震、津波、停電、原発事故、交通途絶などに起因
する『情報の空白地帯』が広範囲に生まれた。被害が激甚なところほど情報通信手
段を効果的に利用することができず、被災状況の発信が不可能となり、効果的な避
難、救急救命、その後の被災者支援・復旧活動にも支障をきたすなど、情報通信手
段が国民の生命、生活を守るために十分には役立たなかったことは否定できない事
実であった。 

       こうした『情報の空白地帯』においては、場所によって状況は異なるが、被災してか
ら被災者にとって有効な情報通信手段や信頼できる情報（コンテンツ）が行き渡るよう
になるまでに、被災者が期待する以上に長期の時間が経過し、迅速な救援・支援が
十分できなかった。 

       被災後一ヵ月を過ぎても、電気、ガス、交通などのライフラインに関する情報に加
え、不足する食料、ガソリンなどの生活情報が十分届かない地域も数多く存在してい
た。」 

 
②救命・救急、避難活動における ICT を活用したシームレスな情報伝達体制の検討 

      今回の震災は被害がきわめて甚大でかつ広範囲にわたり、テレビ、ラジオ、携帯電話
をはじめ、各種の情報機器・ツールは、避難を促進して人命を救出し、被害の拡大を防  
止するのに十分効果的だったとは言い難いと思われます。 

      iSPP 情報行動調査では、津波を受けた沿岸部で、特定の情報源を挙げて避難に役立
ったとした回答は、計 7 件、1%にも満たない少数に過ぎませんでした（ラジオ：6 件、防災
無線：2 件、ワンセグ放送：1 件、複数回答あり、母数：786 件）。反面、以下に代表される
ように、避難に役に立つ情報がなかったといった回答が圧倒的に数多くありました。 

「ラジオの情報が最初あまり大きな津波ではないようなことを言っていた。そのために
避難が遅れた。田舎なので地元ＮＨＫ放送しか受信できなくてそれを信じるしかなかっ
た」（岩手県山田町）、「携帯は遠方の親戚にはつながったが、同じ市内にいた家族には
連絡が取れず、結局連絡がつかなくて津波の被害にあったので、携帯がつながると良い
と思った」（宮城県石巻市） 

      こうしたデータからは、必要な緊急情報が伝わらず、避難ができず、多数の貴重な生命
が救えなかったと推察できます。これを教訓とすれば、今後は迅速な避難を可能とし、助
けを求める人を救援できる情報の伝達手段体制の整備が求められ、そこに最新の ICT

これらの趣旨を明確化するため、最終取りまとめ（案）を次のとおり
修正します。 
 
p5 
 

（略）今後の大規模災害等に対応できるよう、緊急事態における
通信手段の確保の在り方についてＩＣＴを巡る様々な課題のうち、
「通信手段の確保」に焦点を当て、その在り方を対象として検討を行
うものである。 

 
p5 に脚注として次のとおり追加 
 

災害時におけるＩＣＴ全般に関する課題を整理したものとしては、
例えば、「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」に
ついての情報通信審議会中間答申（２０１１年７月２５日）がある。 

 
また、利用者の視点については、例えば第２章「３．災害時の通信

手段に関する利用者等への情報提供」、第３章「４．緊急情報や被災
状況等の情報提供」、第５章「２．インターネットの効果的な活用」等に
おいて、必要に応じて記載をしているところですが、被災者や利用者
等を対象として実施したアンケート調査の結果についても、関係箇所
に追加します。 
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が活用されることが期待されると考えます。中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教
訓とした 地震・津波対策に関する専門調査会 」の最終報告書でも、以下のように、津波
警報などの改善強化が必要と指摘されております。 

「③津波警報等の情報伝達体制の充実・強化   
○津波襲来時の避難行動に関わる情報は命に関わる情報であることから、防災行

政無線、Ｊ-ＡＬＥＲＴ、テレビ、ラジオ、携帯電話、ワンセグ等のあらゆる手段を活
用し、津波警報等が行政や住民等に確実に伝わるようにするべきである。  

○今回発生した広域的な停電、市町村の庁舎や防災行政無線自体の地震・津波に
よる被災、あるいは防災行政無線の内容が聞こえづらかった等の課題を踏まえ
た対応を検討する必要がある。  

○電気通信事業者の協力を得ながら、例えば、緊急速報メールが有する一斉同報
機能を活用して広く普及している携帯電話で津波警報を伝達するなど、伝達手段
の多重化、多様化を早急に図る必要がある。」（中央防災会議「東北地方太平洋
沖地震を教訓とした 地震・津波対策に関する専門調査会 」最終報告書 平成
23 年 9 月 28 日） 

 
      本とりまとめにおいて、第 2 章、4 章、5 章、および 6 章において、そうした方向性が出

されていることは高く評価したいと思います。ただし、それらが一つの大項目のもとに整理
されていないために、結果として、明確に伝わらないように思われ、残念です。できれば、
冒頭、「はじめに」にでも、そうした目的、方向性を明示的に記載されることをご提案いたし
ます。 

      また、これらは情報通信関係者のみで実現できることではありません。本とりまとめの
性格上、必ずしも明記されていませんが、たとえば以下の記載を追加することを提案しま
す。 

「●内閣府をはじめとする関係省庁および、警察、消防、自治体、自衛隊、災害支援
NPO などの現場の防災関係者と連携して、被災者の情報行動を分析した上で、災害
時に有効に機能する情報伝達体制の実現を図ることが重要である」 

 
③「情報そのもののローミング」を実現する指針の策定 

      私たち iSPP は、宮城、福島、岩手の人々も加わって活動しており、被災地側の視点の
重要性を痛感しております。以下は仙台など東北のメンバーたちからの意見としてご紹介
します。 

  
「全体として、災害時における情報通信の重要性を訴える被災者からの目線ではなく、

かつ、その問いに対し包括的な視点から答えが書かれていないと感じられます。事業者
側からの、『上から目線』が強く感じられます。 

今回の震災でうまく機能しなかった事が当たり前のように列記され、原発事故で聞き飽
きた「想定外」や、「システムのせいで仕方なかった」と決めつけているように感じられま
す。それによって被災者がどれほど困ったのかは記載されてなく、情報インフラ事業者や
行政機関には責任が無かったと書かれているように読めます。事業者や行政機関の取
組みを真摯に反省し、それが出発点となるとの認識を記載されてはいかがしょうか。 
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  今後の災害時の対応は、通信やサービスの種類によって切り分けて考えるべきではな
いと考えます。今回の震災の重要な教訓として、今後、すべてのメディアが連携して情報
を伝達できるようにすることが必要と思われます。 

      そのためには、サーバーの増強、通信業者間のローミングなど、通信事業者等が現状
の制度内で実行可能な議論だけではなく、まさに大規模災害などの緊急時においては、
ラジオ・テレビの電波強度を上げること、異なる局同士の情報内容を連携、調整し、重複
を可能な限り減らすこと、今回一部で試みられたラジオ、テレビの情報のインターネットで
の配信など、『情報そのもののローミング』が不可欠ではないでしょうか。総務省のみなら
ず、首相官邸をはじめとする関係省庁などを含む政府全体として、発災時に国民が必要
な情報を素早く、確実に手に入れられるようにするための現実的な指針を、法律改正も
視野に入れた上で策定していただきたいと切に思います。」 

 
④自治体の情報システムの復旧支援体制の確立 

      今回の震災では、庁舎が津波で破壊され、戸籍の正本などの重要書類をはじめ、設置
されたサーバーやパソコンが流出したり、地域イントラ網が破壊されるなど、自治体業務
の基幹としての情報システムそのものが損壊した自治体が多数ありました。また福島県
では、原発事故で自治体ごと避難を余儀なくされたところもあり、情報システム機能の移
転は困難に直面しました。 

      自治体の情報システムの早期復旧は、被災住民への支援活動になくてならないもので
すが、実際には、情報システム自体の損壊については事前の想定が不十分で、制度、資
金、技術、人員、自治体側の対応能力の限界も含めて、大槌町、釜石市など、自治体に
よってはきわめて困難な状態が数カ月続いたところもありました。国や県などによる支援
活動も必ずしも十分であったとはいえず、国の補助金についての情報が末端自治体まで
十分に伝わっていない例も散見されました。 

      これらはすべて、結果として被災住民への様々な支援活動の遅滞となり、生活再建の
支障となりました。地方自治情報センターによる被災者支援システムも、様々な要因によ
り効果的な導入ができなかった自治体も少なくなかったと聞いています。 

      庁舎が流され、首長や職員が死亡するなど、自治体が機能不全におちいった時に、い
かに速やかにその復旧を支援するかは、復旧・復興全体のスピードに大きく影響します。
クラウド化の対応はもちろんですが、被災者台帳システムや既存の行政情報システムの
共通化、自治体職員の災害対応事務能力の向上など、将来の自治体被災を想定した復
旧支援策の整備が急務と思われます。 

      これらは、本来総務省自治行政局の主管と思われますが、本検討会においても岩手
県、仙台市、地方自治情報センターからの発表も受けており、自治体や地域のベンダー
などでは「通信」と「情報システム」の担当者が事実上重複し、協力している例も多いとこ
ろから、あえて記載いたしました。そこで、以下を追記することを提案いたします。 

 
「●緊急時において、自治体の情報システムは住民支援、生活再建などに重要な役割

を果たすが、それが損壊する事態が発生することも想定される。 
そこで、今回の震災の教訓を生かした「被災した自治体の情報システムの復旧・復

興支援対策」として、以下の方策を検討することとする。 
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・ データバックアップ、災害時の代替システムの柔軟な運用を実現する自治体シス
テムのクラウド化などの推進 

・ 災害時の自治体情報システムの復旧支援体制の見直し、再構築 
・ パートナー自治体における相互支援研修の定期的な実施 
・ 災害時応援体制の見直し：地元 IT 事業者との緊急応援協定の締結 
・ 自治体間の ICT 部門の連携推進（被災地同士、隣接、広域）による相互支援体制
の確立 

・ 国の体制・施策：防災計画への ICT の戦略活用 
 
⑤震災対応活動における ICT を活用した国際協力活動・連携の推進 

      今回の震災では、グーグル社がハイチ震災などで利用実績があった「パーソンファイン
ダー」を、sinsai.info がケニアで生まれ、ハイチやニュージーランドの震災に活用された
Ushahidi を利用して震災情報サイトを数時間で立ち上げるなど、海外の災害救援支援ソ
フトの開発・運用コミュニティとの連携、協力がみられました。 

      アジアでもアチェ津波の情報支援活動から生まれたインドネシアのプロバイダー協会に
よる AirPuthi 財団が、その後の震災においても現地支援に即応できる体制をもち、台湾
やタイなどでも災害対応の ICT チームが、常設で設置されています。 

      APEC、APT などでも、ICT の災害時の活用は関心の高いテーマであり、日本でも海外
の事例に学ぶことは重要であり、また今回の経験を共有することも必要と考えられ、国際
協力・連携の推進が必要と考えます。 
 
⑥「通信」の確保と「情報サービスの確保」の相違を踏まえた情報ニーズの明確化 

      本検討会は、「大規模災害等緊急事態における通信確保のあり方」を主たる課題とし
て、主として通信事業者の責務と国の施策を中心とした検討がなされたものと理解しま
す。総務省総合通信基盤局においてこのような重要な検討を、震災直後からいち早くとり
かかられ、事業者・学識者の方々を交えて検討を重ねられ、一定の方向をもったとりまと
めを出されることには、あらためて深く敬意を払うものです。 

   しかしながら、被災者をはじめ一般国民は、東日本大震災を受けて見直しが必要とさ
れるようになった施策・課題は、政府省庁全般に広く存在し、総務省が所管する放送を含
む情報通信分野に限っても数多く、それらが全般的、有機的に取り組まれることを期待す
るものです。 

      災害時に被災地の住民が求めるのは、まず自らや家族などの生命と安全を守ることが
第一であり、そのための的確な判断、行動が可能となるための「情報」です。避難、防災・
減災、救急救命、復旧支援に携わる関係機関、関係者にとっても、同様に重要なのは的
確な情報の収集・共有・発信であります。いずれの場合にも、「通信」か「放送」か「新聞」
か、あるいは口コミか紙かデジタルかといった伝達手段は、本来は二次的なものといえま
す。 

      そうした期待をもって本とりまとめ案を読みますと、狭義の「通信」の確保、すなわち物
理的な通信インフラの確保に止まらず、その上での「情報サービス」の確保、すなわち、
携帯電話による通話、メールから、ソーシャルネットなどインターネット上のサービス全般
までの課題が取り上げられ、いわゆる「情報通信」全般に触れる内容のものであると読む
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の現状にはそぐわないもので、以下のように修正することを提案します。 
「しかしながら、被災地においては、携帯メールが数日後に届いたとか、災害伝言ダイア

ルが使えないといった状況も発しており、これらの通信手段の信頼性に不満を感じる利用
者が多数いたことも事実である。」 
別紙資料のように、当方の調査によれば、今回の震災で東北三県での「家族の安否確認

のために役立った情報源」として、災害用伝言サービスは、別紙資料の通り、全体の合計で
も 4.9％という回答でした。一方、グーグルのパーソンファインダー、ミクシィ、ヤフー、ツイッタ
ーなどインターネットサービス系の合計は 12.4％と、倍以上でした。 

とくに被害の酷かったところほど、災害用伝言サービスが利用できませんでした。関係者な
どの話によると、その原因の一つとして、通信の途絶、輻輳などの要因以外に、当該サービ
スに使われていた技術が数年前の旧来のもののままで、サーバー／データベースが、想定
を超えた大量のトラフィックを処理できず、エラーが起きたと推定されます。 

そこで、P10 の「引き続き取り組むべきである」の後に、以下の文章を追加することを提案
いたします。 

「●被災地では、災害伝言ダイアルが使えないといった状況も発生しており、今後一層の
信頼性の向上に取り組むべきである。また、これらのサービスは、最新技術による更新
を定期的に行うなど、常に実用に耐えるシステムにしておくことが重要である」 

 
（別紙２ 参考資料） 
 ・ 『情報行動調査』－携帯電話への高い依存度が顕在化－ 

今回の東日本大震災で、被災地での情報行動について行った調査結果を以下に、紹介
する。 

   震災直後、有志によって「情報支援プロボノ・プラットフォーム」という非営利団体を立上
げ、ICT を活用した支援・復旧・復興活動に関与できないか模索してきた。そのなかから「情
報行動調査」、すなわち被災地の人々が、未曾有の災害のなかでどのような情報を必要とし
たか、入手しようとしたか、できなかったかを、震災発生直後、一週間、一ヶ月、三ヶ月と、時
系列と被災地の場所を特定して尋ねる調査を実施した。実際に被災地に足を運んでの面談
調査（サンプル：186）と、インターネットによるアンケート調査（サンプル：1815）の二種類の調
査を組み合わせ、2011 年 7 月に実施し、報告書を 9 月末に発表した。 

 
   調査結果からは、端的にいえば、携帯電話（メールも含め）への人々の高い期待ないし依

存度が顕在化し、強い不満とともに、携帯のもつ一定の有効性も示された。 
   図２は、震災直後の家族の安否確認に役立った情報源を聞いた結果で、「携帯電話のメ

ール」という回答が 51.4％、「携帯電話の通話」が 51.0％で、ほぼ同じ値を示した。よく言わ
れる、パケット通信が音声よりもつながって使えたということは、少なくとも東北三県の被災
者自身の認識に基づくデータからは、明確には確認されなかった。 

 
 
 
 
 

べた場合繋がりやすい状況にあったといえるものですが、御意見を踏
まえ、p2 の脚注に被災者や利用者等を対象として実施したアンケート
調査の結果について記載します。 

また、災害用伝言サービスに関する御意見については、御意見のと
おり、同サービスが安定的に利用できることは重要であり、今後の参
考とさせていただきます。 
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規定される「指定公共機関」への指定が可能なようにする。 
     ・ 電気通信事業者が、給油・レンタカー等の陸上輸送に必要な物資や、海上輸送・航

空輸送の手段を、優先的に確保できる仕組みを構築する。 
（中部テレコミュニケーション） 

 
■ 燃料確保・輸送について 

被災した通信設備の迅速な応急復旧等のためには、電気通信事業者が優先的に輸送手
段や燃料を確保できる仕組みを構築頂くことが重要と考えます。  

特に、実際に大規模災害等が発生した際には、民間レベルの事前の約束事が有効に機
能しないケースも想定されることから、国のイニシアティブのもと、輸送手段や燃料を優先的
に割当てる等の仕組み・ルールづくりが必須であります。 

具体的には、次の仕組み等の確立に向け、国レベルで取り組んで頂くよう要望いたしま
す。 

・ 国レベルで確保した燃料について、電気通信事業者が優先的に供給を受けることがで
きる仕組みの構築 

・ 「緊急通行車両確認証明書」等を、中小規模の電気通信事業者であっても、スムーズ
に取得できるよう、手続きの省略化・柔軟化  

・ 電気通信事業者が、給油・レンタカー等の陸上輸送に必要な物資や、海上輸送・航空
輸送の手段を、優先的に確保できる仕組みの構築 

（ケイ・オプティコム） 
 

■ ・ 燃料確保・輸送に関する行政機関との連携については、国等が中心となり取り組むべき
事項として、「関係事業者の意見等を内閣府や制度所管官庁等の関係行政機関に伝えた
上で、災害対応に関する制度や各種計画への反映等、その実現に向けた働きかけを積
極的に行う」とされており、災害時における燃料の安定的な供給に向けた取り組みをお願
いいたします。 

・ 加えて、電気通信における「非常時の重要通信の優先的な取り扱いに関する取り決め」
と同様、「非常時の電気通信事業者をはじめとする重要な機関への優先的な電力供給に
関する取り決め」について検討が推進されることが望ましいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 
 

■ ・ 燃料確保・輸送に関する行政機関との連携については、国等が中心となり取り組むべき
事項として、「関係事業者の意見等を内閣府や制度所管官庁等の関係行政機関に伝えた
上で、災害対応に関する制度や各種計画への反映等、その実現に向けた働きかけを積
極的に行う」とされており、災害時における燃料の安定的な供給に向けた取り組みをお願
いいたします。 

・ 本来、災害時において安定的に電力が供給されることは、非常に重要であることから、
燃料確保・輸送に限らない取り組みが必要です。具体的には、電気通信事業者の停電対
策の取り組みだけではなく、災害時に電力事業者自身が広域かつ長時間停電をおこさな
いためのさらなる取り組みを推進していただきたいと考えます。 

・ 加えて、電気通信における「非常時の重要通信の優先的な取り扱いに関する取り決め」











 

37 

ポータル事業者、SNS の運営事業者 
・ 自治体（広報部門）、地域団体（社会福祉協議会、商工会議所など） 
・ 研究機関、災害関連のドナー（JICA、日本財団など） 
・ 災害支援ボランティア団体、防災 NPO 等 

 
また、活動内容としては、以下をご提案いたします。 
・ 災害時の迅速・効果的な情報発信・共有を目的とする 
・ 災害に備える基金、人員、プログラムを用意する 
・ 災害に対応できる新技術、サービス、システムの開発・提案 

 
クラウド、スマートフォン、アプリ、API などに示される、最新の技術革新に常に対応し、真に

使えるものを用意する体制 
・ 国際協力・連携の推進（海外からの支援団体の円滑な受入・海外での災害への支援協
力部隊の派遣など） 

・ 「想定外」をなくし、次の災害に対応できるよう、災害対応危機管理ロールプレイを含む
実践的な演習を実施する。 

（情報支援プロボノ・プラットフォーム） 
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非常通信協議会の見直しに当たっては、ぜひこの点も推進されることを希望します。 
（情報支援プロボノ・プラットフォーム） 
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進捗状況の定期的な報告・点検を実施するとともに、その結果を公表するものとする。 
そのための組織としては、活動内容・構成の見直しを経た非常通信協議会が考えら

れるが、非常通信協議会そのものの定期的な見直し、外部ガバナンスを行うという見
地から、本検討会を発展させて組織を設置することも併せて検討する。」 

 
 【他省庁などとの連携の強化を】 
   本検討会は、通信分野における施策についての検討であり、国の他省庁との連携・協力

や、自治体、民間企業、NPO 団体などとの連携・協力については、個々には記載されていま
すが、全体としは不足している印象は否定できません。 

   被災地・国民の目線に立つと、東日本大震災においても、残念ながらいわゆる「縦割行政」
の弊害が見られたことは否定できません。しかしながら、各種の情報通信手段をより効果的
に活用することで、異なる機関同士でも、既存の制度を超えた情報共有を実現し、緊密な協
力・連携を図ることでより柔軟な対応を実現し、被災地が切望していた迅速な救援・支援が
実現できなかったかという指摘、あるいは後悔の念は、被災者はもとより、実際に支援活動
に尽力された多くの皆様がおもちではないかと思われます。 

   こうした点を考慮に入れ、可能であれば、以下の記述を追加することを提案いたします。 
「●緊急事態においては、言うまでもなく迅速な対応が求められ、国の各機関、都道府

県、市町村、自治体、さらに民間企業、NPO 団体などが、通常の制度・慣行を超えて
連携・協力することが肝要である。 

この点、適切な通信手段を活用することで実現される情報共有は、それらの連携・協
力の基盤であり、推進剤でとなる。そこで、国においては、関連機関（官邸危機管理セ
ンター、内閣府・中央防災会議、防衛省・自衛隊、警察庁、消防庁、国土交通省、気象
庁など）が、災害時における情報共有のあり方について抜本的な改善を図ることが望
ましい。 

        また、国と都道府県および市町村などの自治体との間の情報共有、さらに民間企
業、NPO 団体との間の情報共有などにおいても、今震災の教訓を生かした改善が必
要と考えられる。 

これらの課題については、別途、関係機関、団体などによって構成される検討会
（例：非常通信協議会 連携横断部会）をもつことが望ましい。」 

（情報支援プロボノ・プラットフォーム） 

なお、本検討会の検討対象については、考え方３のとおりです。 

 


